
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「札幌ぐるりウォーキング」マップ作成の様子 

（左上：ワークショップの様子 右下：マップ完成イベントの様子（チ・カ・ホ）） 
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 保健福祉局の使命は、 ╩ ⇔⁸ ─ ─ ╩ ╢

↓≤、すなわち、保健福祉サービスを通して市民の利益を保護するとともに、

地域における保健福祉サービスの向上を図り、地域社会を維持、発展させてい

くことです。 
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個別計画 
（以下は、保健福祉局で策定したもの） 

中期実施計画 
◆第３次札幌新まちづくり計画[H23 - 26]  

施策・事業に反映 

ビ
ジ
ョ
ン
編 

戦
略
編 

まちづくり戦略ビジョン 

重点戦略 

 

基本目標 

都市像 ◆ 札幌市地域福祉社会計画[H24 - 29]  

◆ 第６期札幌市高齢者保健福祉計画・ 

第５期札幌市介護保険事業計画[H24 - 26]  

◆ さっぽろ障がい者プラン[H24 - 29]  

◆ 札幌市自殺総合対策行動計画[H21 - 25]  

◆ 健康さっぽろ 21[H15 - 25 ]  

◆ さっぽろ医療計画[H24 - 29]  

◆ 第２次札幌市食育推進計画[H25 - 29]  

◆ さっぽろ食の安全・安心推進ビジョン[H22 - 26]  
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Ợ ─ Ợ 

 

   保健福祉局は、７つの部（室・所）から構成されており、前ページに掲げた使命、

目標を果たすために、日々業務を遂行しております。 

   また、保健福祉局に関係する業務のうち、市民への関わりが特に深いものは、お

住まいの区の区役所や保健センターで、相談や申請等を受け付けております。 

   保健福祉局では、市内のどの区にお住まいでも同じようにサービス提供をできる

よう、また、よりよい市民サービスが提供できるよう、日頃から、区役所の業務に

ついて把握し、必要な調整を図っております。 

部   名 主  な  業  務 

総 務 部 局業務の総括・調整、地域福祉の推進、生活保護 

監 査 指 導 室 社会福祉法人、社会福祉施設の指導監査 

高齢保健福祉部 高齢者福祉、介護保険制度の運営 

障がい保健福祉部 障がい者福祉、精神保健福祉、児童心療センターの管理運営 

保 険 医 療 部 国民健康保険、国民年金、後期高齢者医療、医療費助成 

保 健 所 
健康づくりの推進、食育、母子保健、医療政策、感染症対

策、食の安全・安心の確保、火葬場・墓地、生活衛生 

衛 生 研 究 所 保健環境行政に係る試験検査・調査研究 

 

 

 Ợ ─ Ợ（※ 金額は、１億円未満の端数があります。） 

   保健福祉局における、一般会計の平成 25 年度予算額は 2,930 億円となっており、

札幌市全体の予算額 8,524 億円の３分の１を占めております。 

   また、保健福祉局では、国民健康保険会計（25 年度予算額 2,094 億円）、介護保

険会計（25 年度予算額 1,155

億円）、後期高齢者医療会計（25

年度予算額 216 億円）の３つの

特別会計も担当し、３会計の予

算額は、合計 3,464 億円となり

ます。 

   これらを合計すると5,950億

円（一般会計から特別会計への

繰出し 445 億円（重複部分）を

除く）となっています。 

   一般会計予算内訳は、右のグ

ラフのとおりとなっており、生

活保護や障がい者関係の支出

の割合が高くなっております。 

 

208  
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445  
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 まちづくりの施策は、下図のとおり７つの柱のもとに取組項目を掲げています。 

 取組項目のうち、札幌市自治基本条例（平成 19 年４月施行）に基づき、まちづくりに

必要な情報をより分かりやすく積極的に提供するなどの取組を行う事業については、  

や を項目名の後ろに示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⌐ ⇔√ ─  

 

 近年、高齢化の急速な進展による高齢単身世帯の増加やさまざまな要因による社会的孤

立が顕在化しております。 

保健福祉局では、市民が孤立することなく安心して暮らせるよう、住民同士の支え合いや

助け合いを推進するとともに、支援を必要とする市民を適切に支援する体制の充実を図りま

す。 

 

─╕∟    

区や地区福祉のまち推進センターによる地域の支えあい活動を推進するため、活動費

や拠点確保について支援をします。今年度は市内３地区で、よりきめ細かな見守り活動

をはじめとする地域福祉活動が推進されるよう地域への支援を強化していきます。 

指 

標 

■ 見守り活動実施地区数 

23 年度：80 地区 ⇒ 25 年度：83 地区 

 

 

 

 ⌐ ⇔√ ─  

 ─ ─  

 ⅜™ ─ ─  

 ≥╙╩ ╖ ≡╛∆™ ≠ↄ╡ 

 ↓↓╤≤⅛╠∞─ ≠ↄ╡─  

 ⁸ ─ ה ⁸ ⌂

─ ⌐ ↑√ ─  

 ∕─ ─  

 

 

    

市民とともに考え、悩み、共に行動

するという視点のもと、分かりやすく

積極的な情報提供を推進する取組 

    

「市民が主役のまちづくり」を一層

推進するため、市民参加を進める取組 

╕∟≠ↄ╡─ ─ ≈─  ⌐ ≠ↄ  
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複雑多様化する地域の保健福祉課題へ適切に対応するために、保健師による地域保健

活動の充実を図ります。具体的には、地域住民や関係機関等との連携・協働によって、

以下の取り組みを強化していきます。 

〇 個別支援の充実 〇 地区診断の実施 〇 自主的な健康づくり活動等への支援 

〇 保健・医療・福祉のネットワークづくり  

指 

標 

■ 地区診断に取り組む町内会数 

25 年度：３地区（先行実施地区） 

 

   

24 年３月に策定した「さっぽろ医療計画」に基づき、医療機関相互や介護分野など

との連携の推進に向けて、医療・介護関係者のネットワーク強化を行います。 

具体的には、各区における既存ネットワークへの医療機関の参加促進を図るため、医

療関係者の関心が高いテーマを設定するなど、各区の実情に応じた内容のグループ討論

会を開催します。 

また、全市横断的な情報共有やネットワーク相互の交流を目的とした意見交換会を開

催します。 

指 

標 

■ グループ討論会等の参加人数 

25 年度：300 名（30 名×10 区） 

 

＜３事業のイメージ図＞ 
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₈ ─ ₉    

市民サービスの向上を目的に、保健・医療・福祉に関する市民の悩み、丌安、困りご

とにきめ細かく対応できる「保健福祉の相談窓口」を全区に開設します。担当職員は、

市民の総合・横断的な相談を受けて適切な窓口を案内するほか、案内先での対応状況の

確認も実施します。また、相談窓口を補助する案内員（民間委託）を配置し、各窓口へ

市民をスムーズに誘導します。 

 

 

 

指 
標 

25 年５月から開設 
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 ─ ─  

 

 人口構造の高齢化はますます進み、平成 27 年には、札幌市民の約４人に１人が高齢者に

なると予想されております。 

保健福祉局では、高齢者の生活支援の充実に取り組んでいます。 

 

   

自力で除雪が困難な高齢者や障がいのある方が、冬

期間も安心して暮らせるよう、地域の支えあいとして、

地域住民や企業などから募った協力員が、間口除雪な

どのサービスを行うと共に声かけなどの安否確認を行

います。 

また、地域協力員の拡充に向け、大学等に通う若い

世代にも積極的に参加を促していきます。 
 

▲除雪を行う地域協力員 

指 

標 

■ 利用世帯の満足度（アンケート結果） 

23 年度実績：92.2％ ⇒ 25 年度：90％以上 

■ 地域協力員の満足度（アンケート結果） 

23 年度実績：97.6％ ⇒ 25 年度：90％以上 

 

ꜟכ◖╪⇔╪№    

現在の「緊急通報システム事業」を見直し、医療や介護等の専門職が常駐する民間事

業者の受信センターが、緊急通報に加えて、健康・生活相談に 24 時間体制で対応しま

す。 

受信センターからも定期的に電話訪問を行うなど、相談機能を充実させ、利用者一人

一人の心身の状況に応じたきめ細かな対応を行います。 

 現行  
(緊急通報システム)  

 
新制度  

事業概要  ボタンによる緊急通報  ⇒  
ボタンによる通報対応に加え、定期的な電

話訪問による状況確認・健康相談を実施  

通報先  消防局  ⇒  
民間事業者  
（専門職が常駐）  

地域協力員  ２名必須  ⇒  
必要なし  
（任意登録は可）  

 

指
標 

■ 利用者数（通報機器設置台数） 

25 年度末時点：1,300 人 
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◘ⱳכ♩ⱳ▬fi♩    

市内に在住している 65 歳以上の高齢者の方が、介護サポーターとして市内の施設で

行うボランティア活動に対してポイントを付不し、そのポイント数に応じ現金を交付し

ます。 

相互扶助の精神に基づく介護サポーターとして活動へ参加することを通じて、本人の

介護保険制度への理解促進や介護予防を図ります。 

 

 

 

指
標 

25 年度から実施 

 

◘ⱳכ♃כ    

 認知症に対する正しい知識を持ち、認知症の方やその家

族を地域で見守り支える認知症サポーターを増やすため、

認知症サポーター養成講座を開催するとともに、その講師

役であるキャラバン・メイトの育成を図ります。 

 

（※）全国キャラバン・メイト連絡協議会 認知症サポーター100 万

人キャラバン 公式マスコットキャラクター 
 

▲ロバ隊長（※） 

指 

標 

■ 認知症サポーター養成数 

25 年度：5,000 名 
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ⱱכⱶ    

居宅での生活が困難になった高齢者が、介護を受けながら生活することができる特別

養護老人ホームの新築費用に対して補助を行います。 

指 

標 

■ 特別養護老人ホームの新規整備数 

24 年度実績：３か所(240 名) ⇒ 25 年度：３か所(240 名) 

 

 

 ⅜™ ─ ─  

 

 保健福祉局では、障がいのある方が健やかで安心した地域生活を送れるよう、相談支援体

制や障がい福祉サービスの一層の充実、就労や社会参加に向けた自立支援を図っておりま

す。 

また、障がいのある方もない方も、市民誰もが互いに人格と個性を尊重し、支え合う共生社

会が実現するよう、障がいのある方に対する理解の促進にも取り組んでいます。 

 

⅜™ ─    

障がいのある方が安心して地域で生活できる

よう、各種制度の情報提供や福祉サービスの利

用援助などの相談ができる障がい者相談支援事

業所を増設します。 

25 年度には、相談支援事業所の支援、人材育

成等を担う、基幹相談支援センターを設置する

予定です。また、「地域保健活動推進事業」と連

携する形で、３か所の相談支援事業所に地域支

援員を１名ずつ配置し、相談支援事業所と区役

所等が連携して、障がいのある方に対する地域

福祉関係者の取組を支援します。 

 

▲障がい者相談支援事業所での 
相談の様子 

指 

標 

■ 障がい者相談支援事業所数 

  24 年度実績：18 か所 ⇒ 25 年度：19 か所 

 

⅜™ ╡    

障がい福祉サービスを受けていない知的障がい者の現況把握と、民生委員などと協力

して見守り活動を実施することで、地域や福祉サービスのつながりを拡大・強化します。 

指 

標 

24 年度：事業の実施 25 年度：事業の継続実施 
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─    

常時介護を必要とする重度の身体障がいのある方のホームヘルプサービス（重度訪問

介護）の支給時間数を拡大し、一人ひとりの障がいの状態や介護の必要性に応じて、こ

れまで以上にライフスタイルに合わせた暮らしを営むことができるよう支援します。 

指 

標 

■ 支給時間数が見直された利用者 

  40 名 

 

⌠ↄ╙╡◘ⱳכ♩    

 障がいのある方への理解促進を図り、自立生活を地域全体で支えていくため、地域住

民による有償ボランティア活動を推進するしくみを整備します。 

指 

標 

■ ボランティアを利用する障がいのある人 

  26 年度：620 人 

■ ボランティア登録数 

  26 年度：2,000 人 

 

⅜™ ה    

旧静療院成人病棟の大規模改修等

を行い、児童心療センターと発達医療

センターの機能を集約した札幌市の

障がい児医療の中核を担う施設を設

置するとともに、近隣の市立障がい

児・者施設と知的障害者更生相談所を

移設し、医療・福祉等の機能を集約、

連携させることにより、さらなる障が

い児・者への支援体制の向上を目指し

ます。 

25 年度は、新増築を含む改修工事

を行い、26 年 3 月頃の完成予定で

す。 

 

▲イメージ図 

指 

標 

■ 一日当たりの利用数 

23 年度実績：205 人 ⇒ 26 年度：360 人 

 

 

 

 

 



-  10 -  

 ≥╙╩ ╖ ≡╛∆™ ≠ↄ╡ 

 

 少子化、核家族化が進む中で、出産や子育てに関する知識の習得、経験を共有する場が

少なくなっており、不安や悩みを抱える方が少なくありません。 

 札幌市では、子どもを安心して産み育てることができるまちづくりを目指しており、保健福祉

局では、乳児家庭への全戸訪問、新生児の疾患を早期に発見できる検査を行うこと等を通じ

て、全ての子どもの健康保持・増進を図る取組を進めています。 

 

─    

５歳児健診を含めた乳幼児健診や相談・支援の充実及び思春期保健の向上について、

庁内の母子保健事業推進プロジェクトで検討を行い、１８歳までの切れ目のない母子保

健事業を総合的、効果的に推進します。 

指 

標 

26 年度中の実施に向けて、５歳児健診を含めた母子保健事業の充実に向けた具

体的内容を決定します。 

 

   

生後４か月までの乳児がいる全ての家庭を訪問し、妊娠・出産・育児に関する正しい

知識の普及と、母子の疾病・異常の早期発見、産後の心身の負担の軽減や育児丌安の軽

減を図り、育児を支援します。母子健康手帳交付時や出生届出時などに事業の周知を行

い、出産連絡票などをもとに対象者の把握に努めます。 

指 

標 

■ 訪問実施率 

24 年度実績：96％（見込み） ⇒ 25 年度：96％以上 

 

◓fi♬כꜞ◒☻ ─    

衛生研究所で行っている妊婦・新生児・乳幼児を対象とした病気を早期発見するため

の『マス・スクリーニング検査（集団検査）』について、検査精度を向上させるための検

査法を開発するとともに、病気や検査への理解を深めていただくため、これから検査を

お受けになる方だけではなく、検査で陽性になった方々にもご利用いただけるパンフレ

ットの作成やホームページの充実に努めます。 

指 

標 

■ 妊婦甲状腺検査の検査受付数 

23 年度：9,443 件（受検率 66％）⇒ 25 年度：11,000 件（受検率 75％） 
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第2 次札幌市食育推進計画の推進の柱としてい

る「さっぽろ食スタイル」（※）を市民、関係団

体等と共に進めます。 

 

※ 「さっぽろ食スタイル」……ごはんを中心として、

北海道の肉・魚・野菜等をバランスよく組み合わせた「北

海道型食生活」に、さらに環境にも配慮した食生活 

 

指 

標 

■ さっぽろ食スタイルの啓発回数（区・保健所啓発回数） 

 24 年度実績：402 回 ⇒ 25 年度：430 回（予定） 

 

 

 ↓↓╤≤⅛╠∞─ ≠ↄ╡─  

 

 生涯にわたって、健やかで心豊かな生活を送るためには健康を保持していくことが重要です。

世界保健機関（ＷＨＯ）では、「健康」を、単に病気でないとか、虚弱でないということではなく、

身体、精神、社会的に良い状態である、と定義づけています。 

 保健福祉局では、全ての市民がこころもからだも健康であり続けられるよう、さまざまな取組

を進めています。 

 

↕∫╔╤    

「健康さっぽろ２１」は、市民の主体的な健康増進を応援する健康づくり基本計画で

す。２５年度に計画終期を迎えるため、２４年度には計画の進捗状況等を検証し、最終

評価を行いました。今後は、この最終評価で明らかになった課題と国の健康日本 21 （第

2 次）の方向性を踏まえ、次期計画を策定します。 

指 

標 

■ 健康づくり応援企業・店舗数  

24 年度実績：2,189 件（見込） ⇒ 25 年度：2,300 件 
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─ ≠ↄ╡    

市民の自主的な健康づくりを推進するため、高齢者などの地

域での健康づくり活動を支援します。健康づくりのノウハウを

助言するサポーターを、支援を必要とする自主活動グループに

派遣することで、地域の健康づくりグループの主体的な活動を

支援します。 

また、ウォーキング推進のため、市民とともに協働でウォー

キングマップを作成します。 

 

 

 

 

 

 

▲

  ▲マップ表紙 

指 

標 

■ 健康づくりの人材登録数 

26 年度：580 人 

 

≤ↄ≤ↄ ה ─    

札幌市国民健康保険では、生活習慣病の発病や重症化を予防し、

健康の維持・向上を図ることを目的に、「とくとく健診（特定健康

診査）」と「特定保健指導」を行っています。 

とくとく健診の対象は、40 歳以上の国民健康保険の加入者で、

診察・身体計測・血圧測定・血液検査（血糖、脂質、肝機能）・尿

検査などの検査を受診することができます。  

また、希望者は、自己負担 500 円で、付加健診（心電図、貧血検査、血清尿酸、血

清クレアチニン、白血球検査）も同時に受診することができます。健診結果に基づき、

生活習慣病を発症する可能性の高い方には、生活習慣の見直し改善を図るための特定保

健指導を行います。（※ 「とくとく健診」は、札幌市国保特定健診の愛称です。） 

指 

標 
■ とくとく健診（特定健康診査）の受診率 

23 年度実績：19.7％⇒ 25 年度：22.0％ 

 

 

 ⁸ ─ ה ⁸ ⌂ ─ ⌐ ↑√ ─  

 

 市民が安心して日常の生活を送ることができるためには、身近な暮らしの安全を確保する取

組の充実が重要です。 

保健福祉局では、いざというときのための医療の提供体制の確保、ふだん食べている食品

が安全であることの実現、あるいは、日常生活に密接な関係がある環境衛生関係施設（公衆

浴場、理・美容所、クリーニング所等）の指導や火葬場・墓地の管理・運営、動物愛護思想の

普及・啓発等を行うことを通じて、良好な生活環境の確保に向けて取り組んでいるほか、保健

衛生、環境保全に係る試験検査・調査研究機関として、衛生研究所を設置しています。 
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☿fi♃כ    

救急安心センターさっぽろを、25 年 10 月に開設します。 

センターでは、看護師などの相談員が、24 時間 365 日、市

民からの救急医療相談に電話で対応し、緊急度判定によって消

防局（119 番）への電話転送や、最寄りの医療機関を案内した

りします。 
 

指 

標 

■ 救急安心センターさっぽろの相談件数 

34,000 件（25 年 10 月～26 年３月） 

 

─    

 保健所では、市民の意見を反映させた札幌市食品衛生

監視指導計画を策定し、これに基づく監視指導、食品の

検査等を実施することで、食の安全を確保し、市民の健

康保護を図っています。25 年度は、24 年度に発生し

た O157 による食中毒事件を教訓に、事業者への監視指

導、食品の検査、市民啓発、発生時を想定したシミュレ

ーション訓練など、食中毒への総合的な対策強化を図り

ます。 

 

▲シミュレーション訓練の様子 

指 

標 

■ 漬物・サラダ・和え物の収去検査検体数（細菌検査） 

24 年度：57 検体 ⇒ 25 年度：100 検体以上 

 

─ ╩ ∆╢√╘─ ─  

衛生研究所では、食中毒の

原因究明のための細菌やウイ

ルスなどの検査を行っている

ほか、残留農薬や放射性物質

などの検査を行い、食の安全

確保に努めています。 

これらの検査は、科学的根

拠に基づく行政処分や効果的

な監視指導を行うためには必

要丌可欠なものです。 

 

▲微生物検査の様子 

また、検査への信頼性を確保するために、試験法の検証や改良を

行っており、２５年度も「試験法の妥当性評価ガイドライン」の改

正に伴う農薬や動物用医薬品の試験法についてさらなる検証を行っ

ていきます。 
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ה ⌂ ╤╔∫↕ה∟╕─    

 健やかな市民生活と食産業・観光の基盤であ

る食の安全・安心を確保するため、「札幌市安

全・安心な食のまち推進条例」に基づき、積極

的な情報発信や市民・事業者の交流、事業者の

取組を促進する協定事業等の充実により、市

民・事業者等との連携・協働を進めます。25

年度は、新たに市の施策を調査・審議する「安

全・安心な食のまち・さっぽろ推進会議」を設

置するとともに、事業者に対する自主回収報告

制度や勧告制度を開始します。 

 

▲さっぽろ食の安全・安心推進 

協定ロゴマーク 

指 

標 

■ 安全・安心な食のまち・さっぽろ推進会議の開催回数 

25 年度：２回以上 

 

 

─√╘─ ─    

 衛生研究所では、大気、水質、土壌などの環

境保全や地球環境問題に対応するため、環境局

と連携して有害大気汚染物質、酸性雨、河川水、

鉱山・事業所排水などの検査を実施していま

す。本年度は、新たな検査機器の導入により、

現在、大きな環境問題になっている微小粒子状

物質（PM2.5 ）に関する検査体制を整備する

とともに、これに関連した調査研究を行ってい

きます。 
 

指 

標 

■ 新たな機器整備による調査研究テーマ数 

25 年度：３件 
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 ∕─ ─  

 

⌐ ∆╢    

２５年度も生活保護を受けている方の自立を促進するために、就労支援相談員の増員

に加えて、引き続きハローワークとの連携を強化するほか、雇用推進部とも連携し、よ

り一層積極的に就労支援に取り組みます。 

 また、就労カウンセリング事業の継続、試行実施中の就労ボランティア体験事業の拡

大実施などにより、就労意欲の向上が図られるよう支援します。 

指 

標 

■ 就労支援プログラム対象者数 

  24 年度実績：約 2,700 人 ⇒ 25 年度：3,500 人 

 

   

急速な尐子高齢化の進行と疾病構造が変化する中で、医療保険制度を将来にわたり持

続可能なものとしていくために、医療費の適正化を図る事業を実施しています。具体的

には、「医療費の分析」、「診療報酬明細書（レセプト）点検」、「柔道整復、はり・きゅう、

マッサージ療養費支給申請書点検」、「ジェネリック医薬品差額通知書の送付」などを行

っています。 

指 

標 

■ 柔道整復、はり・きゅう、マッサージ療養費支給申請書の点検対象月 

24 年度実績：４か月 ⇒ 25 年度：12 か月 

■ ジェネリック医薬品差額通知書の送付回数 

24 年度実績：１回 ⇒ 25 年度：２回 

 

─    

 国民健康保険料の収納率（現年一般分）は、「折衝機会の確保」、「財産調査の徹底」、

「滞納処分の強化」、「口座振替加入の促進」の４つの柱に取り組むことなどにより、 

１７年度から７年連続で向上しています。 

２５年度も、「収納対策基本方針」を策定し、より効果的な収納対策を進めることによ

り、制度の安定運営と負担の公平性の確保を図っていきます。 

指 

標 

■ 保険料収納率（現年一般分） 

24 年度実績：89.62％（決算見込） ⇒ 25 年度：89.70％（予算収納率） 
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 市民の皆さんとの信頼関係の構築は、各種事業を行っていく上で不可欠です。保健福祉局

では、これまでの取組の効果を検証しつつ、さまざまな取組を進めてまいります。 

 

ה ⌐ ∆╢ ─    

社会福祉法人、社会福祉施設に対する指導監査に関する情報をホームページにて公開

し、社会福祉施設の利用者等がより充実した福祉サービスを選択し、利用することがで

きるよう情報共有を進めます。 

取 

組 

■ 24 年度指導監査結果をホームページにて公表 

 

⌐⅔↑╢ ─    

 「札幌市行財政改革推進プラン」の趣旨をふまえ、行政運営の改善を図ることを通し

て、市民サービスの向上につなげていきます。 

取 
組 

■ 職場ミーティングの実施 

職場の実情に合わせて、朝礼や課・係会議等を行い、業務内容やスケジュール

の確認、業務遂行上の懸案事項等の共有を図ります。 

■ 庁内ホームページの活用による局職員の情報共有 

  庁内ホームページを活用することにより、局や区の職員との情報共有を密に

し、サービスの向上を図ります。 

■ 職場研修の実施 

  職員を対象とした倫理研修やメンタルヘルス研修、管理職向けの危機管理研修

を行うことを通じ、職務内外の不祥事を防止し、職員がいきいきと働ける職場づ

くりを目指します。 

■ 区保健福祉部のあり方の検討 

  今後の大きな社会環境の変化に対応しうる、より効果的・効率的な区保健福祉

部の組織・業務体制を構築するため、保健福祉局、子ども未来局、区保健福祉部

からなるプロジェクトにより幅広く検討を行っていきます。 

 


